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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期
第３四半期
累計期間

第76期
第３四半期
累計期間

第75期
第３四半期
会計期間

第76期
第３四半期
会計期間

第75期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 29,422,14736,022,55412,515,70813,648,42940,815,680

経常利益（千円） 49,293 70,847 75,315 89,933 56,134

四半期純利益又は当期純損失

（△）　（千円）
30,189 38,461 48,247 62,814△114,156

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失（△）　（千円）
△17,932 △15,588 5,350 4,628 △44,003

資本金（千円） － － 829,100 829,100 829,100

発行済株式総数（千株） － － 6,290 6,290 6,290

純資産額（千円） － － 1,826,4251,720,1731,720,368

総資産額（千円） － － 8,884,5408,368,4436,209,814

１株当たり純資産額（円） － － 291.42 274.58 274.58

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）　

（円）

4.82 6.14 7.70 10.03 △18.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 3.00

自己資本比率（％） － － 20.6 20.6 27.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△7,497 △207,215 － － 769,873

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△465,918 48,991 － － △531,475

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
85,223 520,595 － － △639,175

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 452,545 802,330 439,959

従業員数（人） － － 148 134 145

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社（子会社１社、関連会社２社で構成）が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 134  [44]

（注）従業員数は就業人員であり、臨時員数は［　］内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産及び受注実績

該当事項はありません。

(2）販売実績

 
当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

　受託商品（千円） 4,957,162 111.4

買付商品（千円） 8,691,266 107.8

　合計（千円） 13,648,429 109.1

　（注）上記の金額には消費税等は含まれていません。

(3）仕入実績

 
当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

　受託商品（千円） 4,684,510 111.4

買付商品（千円） 8,404,989 108.5

　合計（千円） 13,089,499 109.5

　（注）上記の金額には消費税等は含まれていません。

２【事業等のリスク】

　当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

    　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、外需並びに政府の経済対策の実施もあり、一部の業種においては

企業業績が回復基調にあるものの、個人消費、民間設備投資ともに低迷し、景気全体としては回復までには至りませ

んでした。

水産物流通業界におきましては、雇用環境の悪化から来る購買意欲の低下に加え、企業の経費節約ムードの浸透

により需要不振が続き厳しい情況となりました。

このような情況におきまして、売上高につきましては、主として平成20年の川崎魚市場㈱の合併により増加し

13,648百万円（前年同期比9.1％増）と増収となりました。

損益につきましては、合併による売上高増加により売上総利益が増加しましたが、利益率の悪化と在庫処分損等

があり、営業利益は52百万円（前年同期比12.9%減）と減益になりました。営業外損益は、負ののれん償却の増加お

よび支払利息の減少により収支改善されたため、経常利益は89百万円（前年同期比19.4％増）、四半期純利益62百

万円（前年同期比30.2％増）となり、増益になりました。

(2）キャッシュ・フローの状況　

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下資金という）は、営業活動によるキャッシュ・フ

ローが収入超過となり、投資活動によるキャッシュ・フローが支出超過となりましたが、財務活動によるキャッ

シュ・フローが収入超過となったことにより、第２四半期末に比べ484百万円増加して802百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前四半期純利益及び減価償却費などにより、109百万円の支出超過（前年同期　479百万円の収入超

過）になりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　無形固定資産の取得などにより3百万円の支出超過（前年同期　450百万円の支出超過）になりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入金の増加等により378百万円の収入超過（前年同期　290百万円の支出超過）になりました。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,840,000

計 14,840,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年2月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,290,000 6,290,000ジャスダック証券取引所 単元株式数 1,000株

計 6,290,000 6,290,000 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 6,290,000 － 829,100 － 648,925

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができませんの

　で、直前の基準日である平成21年９月30日現在で記載しております。

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 24,000 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 6,216,000 　6,216 －

単元未満株式 普通株式 50,000 　 － －

発行済株式総数       6,290,000 － －

総株主の議決権 － 6,216 －

　

②【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　横浜魚類株式会社
横浜市神奈川区山内

町１番地
24,000 － 24,000 0.38

計 － 24,000 － 24,000 0.38
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 353 357 350 375 360 346 360 350 360

最低（円） 324 331 331 336 342 336 342 332 334

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20

年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期

レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　0.73％

売上高基準　　　0.79％

利益基準　　　△0.64％

利益剰余金基準　1.40％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 802,330 439,959

受取手形及び売掛金 4,580,608 2,990,431

商品 1,053,496 930,610

前払費用 14,500 5,046

繰延税金資産 54,515 57,883

その他 46,276 95,905

貸倒引当金 △171,888 △292,570

流動資産合計 6,379,838 4,227,268

固定資産

有形固定資産 ※
 770,837

※
 807,626

無形固定資産 25,674 20,857

投資その他の資産

投資有価証券 398,299 421,323

関係会社株式 86,380 86,380

破産更生債権等 515,698 301,010

繰延税金資産 428,563 446,596

その他 153,743 168,262

貸倒引当金 △390,593 △269,510

投資その他の資産合計 1,192,092 1,154,062

固定資産合計 1,988,604 1,982,546

資産合計 8,368,443 6,209,814
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,210,828 1,590,179

短期借入金 1,650,000 1,100,000

1年内返済予定の長期借入金 88,690 84,990

未払法人税等 6,708 7,292

賞与引当金 9,235 19,027

その他 326,728 267,712

流動負債合計 5,292,190 3,069,202

固定負債

長期借入金 54,330 68,325

退職給付引当金 696,957 783,089

役員退職慰労引当金 15,375 15,375

負ののれん 406,218 484,005

長期預り保証金 183,198 69,450

固定負債合計 1,356,078 1,420,244

負債合計 6,648,269 4,489,446

純資産の部

株主資本

資本金 829,100 829,100

資本剰余金 648,925 648,925

利益剰余金 265,132 245,468

自己株式 △9,997 △9,752

株主資本合計 1,733,160 1,713,740

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △12,986 6,627

評価・換算差額等合計 △12,986 6,627

純資産合計 1,720,173 1,720,368

負債純資産合計 8,368,443 6,209,814
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 29,422,147 36,022,554

売上原価 28,005,391 34,253,139

売上総利益 1,416,756 1,769,414

販売費及び一般管理費

売上高割市場使用料 69,568 85,762

出荷奨励金 33,415 42,101

完納奨励金 78,319 78,317

運賃及び荷造費 197,292 264,535

保管費 137,098 150,373

役員報酬 29,581 29,655

従業員給料及び手当 486,027 652,490

賞与引当金繰入額 30,030 39,330

退職給付費用 30,120 20,167

福利厚生費 109,176 144,476

賃借料 49,737 64,591

租税公課 9,557 13,664

減価償却費 21,239 38,400

貸倒引当金繰入額 8,989 401

その他の経費 158,464 183,332

販売費及び一般管理費合計 1,448,619 1,807,600

営業損失（△） △31,862 △38,186

営業外収益

受取利息 1,803 2,559

受取配当金 64,024 12,795

負ののれん償却額 8,642 77,786

受取賃貸料 49,778 48,350

雑収入 3,810 4,271

営業外収益合計 128,060 145,763

営業外費用

支払利息 22,309 12,109

賃貸費用 24,593 24,609

雑損失 0 10

営業外費用合計 46,903 36,729

経常利益 49,293 70,847

特別利益

関係会社株式売却益 1,955 －

固定資産売却益 44 －

特別利益合計 1,999 －

特別損失

固定資産除却損 1,956 3,317

特別損失合計 1,956 3,317

税引前四半期純利益 49,337 67,530

法人税、住民税及び事業税 3,176 4,342

法人税等調整額 15,972 24,726

法人税等合計 19,148 29,068

四半期純利益 30,189 38,461
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 12,515,708 13,648,429

売上原価 11,910,011 12,993,267

売上総利益 605,696 655,162

販売費及び一般管理費

売上高割市場使用料 29,634 31,997

出荷奨励金 14,319 16,318

完納奨励金 32,795 29,677

運賃及び荷造費 75,990 87,521

保管費 52,697 53,960

役員報酬 9,803 9,927

従業員給料及び手当 178,887 212,477

賞与引当金繰入額 11,292 14,631

退職給付費用 10,491 6,344

福利厚生費 40,989 47,975

賃借料 17,884 21,519

租税公課 3,405 3,243

減価償却費 7,918 13,093

貸倒引当金繰入額 6,798 321

その他の経費 52,930 54,023

販売費及び一般管理費合計 545,840 603,032

営業利益 59,855 52,129

営業外収益

受取利息 839 575

受取配当金 4,793 5,172

負ののれん償却額 8,642 25,928

受取賃貸料 15,900 16,633

雑収入 1,050 1,230

営業外収益合計 31,226 49,540

営業外費用

支払利息 8,648 4,406

賃貸費用 7,118 7,319

雑損失 0 10

営業外費用合計 15,767 11,736

経常利益 75,315 89,933

特別利益

固定資産売却益 44 －

特別利益合計 44 －

特別損失

固定資産除却損 － 95

特別損失合計 － 95

税引前四半期純利益 75,360 89,837

法人税、住民税及び事業税 1,156 1,447

法人税等調整額 25,956 25,575

法人税等合計 27,112 27,022

四半期純利益 48,247 62,814
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 49,337 67,530

減価償却費 42,368 59,132

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9,479 △86,132

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,022 △9,792

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,989 401

受取利息及び受取配当金 △65,828 △15,355

支払利息 22,309 12,109

負ののれん償却額 △8,642 △77,786

固定資産売却損益（△は益） △44 －

固定資産除却損 1,956 3,317

関係会社株式売却損益（△は益） △1,955 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,526,631 △1,590,176

破産更生債権等の増減額（△は増加） △62,771 △214,688

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,788 △122,885

仕入債務の増減額（△は減少） 1,480,018 1,620,648

未払金の増減額（△は減少） 51,017 72,679

未払消費税等の増減額（△は減少） 18,343 △33,538

その他の流動資産の増減額（△は増加） △46,700 △34,896

その他の流動負債の増減額（△は減少） 114 27,609

その他 2,481 113,828

小計 △48,970 △207,994

利息及び配当金の受取額 65,675 15,670

利息の支払額 △21,313 △12,289

法人税等の支払額 △2,889 △2,603

営業活動によるキャッシュ・フロー △7,497 △207,215

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △25,651 △23,878

有形固定資産の売却による収入 102 －

無形固定資産の取得による支出 － △17,063

投資有価証券の取得による支出 △45,051 －

関係会社株式の取得による支出 △420,000 －

関係会社株式の売却による収入 26,000 －

短期貸付金の増減額（△は増加） △287 75,451

長期貸付けによる支出 △8,000 －

長期貸付金の回収による収入 6,489 14,001

その他 481 481

投資活動によるキャッシュ・フロー △465,918 48,991
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 45,000 550,000

長期借入れによる収入 150,000 55,000

長期借入金の返済による支出 △83,695 △65,295

自己株式の取得による支出 △855 △244

配当金の支払額 △25,225 △18,864

財務活動によるキャッシュ・フロー 85,223 520,595

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △388,191 362,371

現金及び現金同等物の期首残高 510,509 439,959

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 330,227 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 452,545

※
 802,330
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第

２四半期会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する

方法によっております。

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末の検討において

使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化又は大

幅な変動による影響を加味したものを使用する方法によっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、1,126,311千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、1,079,474千円であ

ります。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在） （平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 452,545千円

現金及び現金同等物 452,545

　

現金及び預金勘定 802,330千円

現金及び現金同等物 802,330

　

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  6,290,000株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  25,237株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 18,796　 3.0 平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金

（持分法損益等）

 
前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） △17,932 △15,588

 
前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 79,380　 79,380　

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 300,236　 297,784　

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 5,350　 4,628　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 274円58銭 １株当たり純資産額 274円58銭

２．１株当たり四半期純利益金額

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 4円82銭 １株当たり四半期純利益金額 6円14銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（千円） 30,189 38,461

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 30,189 38,461

期中平均株式数（株） 6,268,734 6,265,266

前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 7円70銭 １株当たり四半期純利益金額 10円03銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（千円） 48,247 62,814

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 48,247 62,814

期中平均株式数（株） 6,267,965 6,264,943

（重要な後発事象）

　 該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年2月12日

横浜魚類株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田口　茂雄　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 前田　隆夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜魚類株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第75期事業年度の第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、横浜魚類株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

横浜魚類株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　哲夫　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 前田　隆夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜魚類株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第76期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、横浜魚類株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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